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１ 浄化槽保守点検業者登録申請書の記入方法 
 
第１号様式 

浄化槽保守点検業者登録申請書 

  年  月  日 

(宛先)川崎市長 

申請者 住 所 

氏 名            

  法人にあっては、主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名 

 

電話  ― 

 川崎市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例第4条第1項の規定に基づき、次のとお

り申請します。 

営
業
所 

所 在 地   

名 称   

電 話 番 号   

役 員 の 氏 名   

浄化槽管理士の

氏名 

浄化槽管理士免状交付番号 

登 録 手 数 料 納 入 日 確 認     年    月    日 

登 録 通 知 書 交 付     年    月    日 

決 裁     年    月    日 

登 録 第         号 

注 1 太線枠内のみ記入してください。 

  2 指定記入欄で書ききれない場合は、別紙記入の上添付してください。 

  3 添付書類 

(1) 誓約書 

(2) 備えるべき器具の一覧表 

(3) 住民票の写し(法人にあっては、登記事項証明書) 

(4) 浄化槽管理士免状の写し 

(5) 営業所の付近見取図 

(6) 川崎市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例第11条第２項に規定する研修の

受講に係る計画を記載した書類 

(7) 更新の登録にあっては、従前の登録の有効期間内に浄化槽管理士が川崎市浄化

槽保守点検業者の登録に関する条例第11条第２項に規定する研修を受けたことを

証する書類 

(8) その他市長が必要と認める書類  
 

（１） 

（２） 

（３） 

令和〇  ○○ ○○ 

〒○○○－○○○○ 
川崎市○○区○○町○－○－○ 
株式会社○○○○ 
代表取締役 ○○ ○○ 

０４４－○○○－○○○○ 

〒○○○－○○○○ ○○市○○区○○町○－○－○ 

株式会社○○○○ ○○営業所 

０４４－○○○－○○○○ 

代表取締役 ○○ ○○ 
取締役   ○○ ○○ 

○○ ○○ 第○○○○○号 
○○ ○○ 第○○○○○号 

（４） 

（５） 



 

※ 浄化槽保守点検業者登録申請書の記入上の注意 

（１）申請年月日 
申請時に記入してください。 

 

（２）申請者 
ア 個人の場合 

申請者の住所（郵便番号も記入）・氏名（住民票に記載されているもの）、電話番号を

記入してください。 
イ 法人の場合 

法人の所在地（郵便番号も記入）・名称（商業登記簿謄本に記載されている本店及び商

号）、代表者の氏名及び電話番号を記入してください。 

 

（３）営業所 
所在地は、神奈川県内に限ります。 
営業所の所在地（郵便番号も記入）、名称、電話番号を記入してください。 

 

（４）役員の氏名 
ア 個人の場合 

何も記入しないでください。 
イ 法人の場合 

商業登記簿謄本に記載されている役員のうち、監査役を除く全ての代表取締役及び取

締役の氏名を記入してください。 
（※ 役員名は謄本に記載されている役員名としてください。） 

 

（５）浄化槽管理士の氏名 
川崎市内で浄化槽の保守点検を行う管理士全員の氏名及び浄化槽管理士免状交付番号を

記入してください。 

 



 

２ 添付書類 
   浄化槽保守点検業者登録申請書には、次の書類を添付してください。 

（１）誓約書 

別添１－１（又は別添１－２）の用紙に、次の【記入例】に従って記入してください。 

   【記入例】 

別添 １－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
川 崎 市 浄 化 槽 保 守 点 検 業 者 の 登 録 に 関 す る 条 例 第 6条 第 1項 第 1号 か ら 第 6号  

(1)  法 若 し く は 法 に 基 づ く 処 分 又 は こ の 条 例 若 し く は こ の 条 例 に 基 づ く 処 分 に 違 反 し  

て 罰 金 以 上 の 刑 に 処 せ ら れ 、 そ の 執 行 を 終 わ り 、 又 は 執 行 を 受 け る こ と が な く な っ  

た 日 か ら 2年 を 経 過 し な い 者  (法 ： 浄 化 槽 法 ) 

(2)  第 13条 第 1項 の 規 定 に よ り 登 録 を 取 り 消 さ れ 、 そ の 取 消 し の あ っ た 日 か ら 2年 を 経  

過 し な い 者  

(3)  浄 化 槽 保 守 点 検 業 者 で 法 人 で あ る も の が 第 13条 第 1項 の 規 定 に よ り 登 録 を 取 り 消 さ  

れ た 場 合 に お い て 、 そ の 取 消 し の あ っ た 日 前 30日 以 内 に そ の 浄 化 槽 保 守 点 検 業 者 の  

役 員 で あ っ た 者 で そ の 処 分 の あ っ た 日 か ら 2年 を 経 過 し な い も の  

(4)  第 13条 第 1項 の 規 定 に よ り 事 業 の 停 止 を 命 ぜ ら れ 、 そ の 停 止 の 期 間 が 経 過 し な い 者  

(5)  浄 化 槽 保 守 点 検 業 に 係 る 営 業 に 関 し 成 年 者 と 同 一 の 能 力 を 有 し な い 未 成 年 者 で そ  

の 法 定 代 理 人 が 前 各 号 又 は 次 号 の い ず れ か に 該 当 す る も の  

(6)  法 人 で そ の 役 員 の う ち に 前 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 者 が あ る も の  

 

誓  約  書 

申 請 者 及 び そ の 役 員 は 、 川 崎 市 浄 化 槽 保 守 点 検 業 者 の 登 録  

に 関 す る 条 例 第 ６ 条 第 １ 項 第 １ 号 か ら 第 ６ 号 に 該 当 し な い 者  

で あ る こ と を 誓 約 し ま す 。  

 

                         年   月   日  

           申  請  者                

 

   （ 宛 先 ）  

    川   崎   市   長  

 

登録申請書の申請者氏名

と同じ氏名を記入してく

ださい。 

登録申請書の申請年月日

と同じ年月日を記入して

ください。 

別添１－１は法人用、別添１－２は個人用です。 

令和○○  ○○ ○○ 

株式会社○○○○ 

代表取締役 ○○ ○○ 



 

 

（２）備えるべき器具の一覧表（写真添付） 

別添２の用紙に、次の【記入例】に従って浄化槽保守点検器具の名称ごとに数量を記入し

てください。また、器具ごとに数量の確認ができる写真を添付してください。 

   【記入例】 

別添 ２ 

浄 化 槽 保 守 点 検 器 具 一 覧 表 
 

 
 

条例で定める器具の名称  数量 その他の器具の名称  数量  

１  水 平 器   １    

２  溶 存 酸 素 測 定 器 具   ２    

３  残 留 塩 素 測 定 器 具   ３    

４  汚 泥 沈 殿 率 測 定 器 具   ４    

５  ス カ ム 厚 測 定 用 器 具   ５    

６  汚 泥 厚 測 定 用 器 具   ６    

７  絶 縁 抵 抗 測 定 器 又 は テ ス タ ー   ７    

８  照 明 器 具   ８    

９  温 度 計   ９    

10  透 視 度 計   10    

11  水 素 イ オ ン 濃 度 測 定 器 具   11    

12  亜 硝 酸 イ オ ン 測 定 器 具   12    

13  
塩 化 物 イ オ ン 濃 度 測 定 器 具  
（ 塩 素 イ オ ン 濃 度 測 定 器 具 ）   13    

14  工 具 一 式   14    

15  ス ク リ ー ン カ ス か き 落 し 器 具   15    

16  水 中 ポ ン プ   16    
 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○○○            ○ 

 

○○○計           ○ 

 

○○用具一式         ○ 



 

（３）住民票の写し（法人にあっては、登記事項証明書） 

個人の場合は住民票、法人の場合は登記事項証明書。発行されてから３ヶ月以内のもの。 

 

（４）浄化槽管理士免状の写し 

登録申請書に記載された管理士の免状の写し。原則として、Ａ４版サイズに縮小してくだ

さい。 

 

（５）営業所の付近見取図 

最寄の駅、又はバス停から営業所までの経路をＡ４版サイズの用紙に記入してください。 

目標（信号、公共施設、学校、ガソリンスタンド等）をわかりやすく記入してください。 

 

（６）川崎市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例第１１条第２項に規定する研修

の受講に係る計画を記載した書類 

営業所で浄化槽保守点検業務に従事するすべての従業員について、別添３の用紙に次の記

入例に従って記入してください。 

   【記入例】 

別添 ３ 

浄 化 槽 保 守 点 検 業 務 従 事 者 名 簿 

 

ふ り が な 

職   種  
浄化槽管理士免状交付番号 

及び交付年月日 ※ １  

研修計画 ※ ２  

(研修の受講予定年度) 氏 名 

管理士・事務員・他 
 

 

 
 

管理士・事務員・他 
 

 

 
 

管理士・事務員・他 
 

 

 
 

※１及び※２ 浄化槽管理士の資格を有しない従事者は、空欄とする。 

※２ 川崎市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例第１１条第２項に規定する研修の受講予 

定年度を記入する。 

第○○○○○号 

平成○○年○○月○○日 
令和○○年度 

令和○○年度 
第○○○○○号 

平成○○年○○月○○日 

○○ ○○ 

○○ ○○○ 

○○ ○○○ 

○○○○ ○○○○ 

○○○ ○○○ 

○○○○ ○○○ 



 

（７）登録の更新にあっては、従前の登録の有効期間内に浄化槽管理士が川崎市浄化

槽保守点検業者の登録に関する条例第１１条第２項に規定する研修を受けたことを証

する書類 

   （※ 経過措置により、令和２年７月１日時点で現に登録を受けている浄化槽保守点検業者

が同日以後最初に受ける更新の登録に係る申請については、当該書類の添付は必要ありま

せん。） 

 

（８）浄化槽点検記録票 

浄化槽の保守点検を行う時に使用する記録票。「保守点検の技術上の基準」による項目を記

録するもので、みなし浄化槽（単独処理浄化槽）、浄化槽（５０人槽以下、５１人槽以上）そ

れぞれの保守点検記録票を添付してください。 

 
３ 申請方法 
（１） オンライン申請 

次の URL から申請することができます。 

https://logoform.jp/form/FUQz/62808 

※オンライン申請の場合でも、住民票の写し（法人にあっては、登記事項証明書）は原本

での提出が必要なため、別途郵送してください。 

※申請手数料については、申請書到着後、納入通知書を郵送しますので、指定金融機関で

すみやかに支払いを済ませていただき、領収書の写しをメール等で提出してください。 

（２） 窓口申請 

   月曜日から金曜日まで（祝祭日を除く）の午前９時から１１時及び午後１時から３時まで。 

       必ず、電話で予約してからお越しください。 

 

（３）申請手数料   ３２，０００円 

    窓口申請であっても、当日中に納入通知書を発行ができない場合があります。その場合は

後日郵送いたします。 

 

 

https://logoform.jp/form/FUQz/62808


 

（４）申請場所・問い合わせ先 
    〒210-8577 

川崎市川崎区宮本町１番地    

    川崎市環境局生活環境部収集計画課 

    電話 ０４４－２００－２５８５ 

    メール 30syusyu@city.kawasaki.jp 

 
４ 審査手続き 
（１）申請書受付 

申請に係る書類審査を行い、提出書類に不足かつ不備のないことを確認して、申請を受け

付けます。 

 

（２）立入検査 

新規及び更新の登録申請にあっては、申請を受け付けた後、営業所及び保守点検器具など

を確認するために、立入検査を行います。 

   なお、立入検査については、営業所所在地を所管する自治体（横浜市を除く）が実施する

場合があります。 

 

（３）標準処理期間 

申請の受付から登録通知書交付までに必要な期間は、概ね６０日間です。 

mailto:30syusyu@city.kawasaki.jp

